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千葉市新港清掃工場リニューアル整備・運営事業に係る費用対効果分析の実施にあたって 

 

本費用対効果分析は、「廃棄物処理施設整備事業に係る費用対効果分析について（平成 12

年 3 月 10 日付衛環第 18 号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課長通知）」に基づき、施

設整備における投資費用に対して、整備効果がどの程度発現するかを定量的に分析したもの

である。 
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１ 事業の目的 

本事業は、民間事業者の経営能力及び技術的能力を活用することにより、効率的かつ効

果的にごみの処理を行うことで、千葉市（以下、「本市」という。）の財政負担の縮減と公共

サービスの向上を図り、3 用地 2 清掃工場運用体制で安定稼働に寄与したごみ処理システ

ムの確立を目的とする。事業内容は、新港清掃工場（以下、「本件施設」という。）のリニュ

ーアル整備とその後 20 年間の運営・維持管理業務を DBO 方式にて行うものである。 

 

２ 費用対効果の分析 

本件施設のリニューアル整備が、費用対効果の面で有効であるか否かを検討するため、

整備に対する投資額を費用（Cost）、整備の結果得られる効果を便益（Benefit）として比較

を行った。 

この分析により、費用便益比（B/C）が 1 を上回る（費用に対して便益が上回る）事業で

あるか否かの評価を行った。 

 

３ 分析の対象期間 

本件施設の建設期間を 5 年間、稼働期間を 20 年間とし、それぞれ以下のとおりとする。 

  【建設期間】 令和 8 年（2026 年）4 月～令和 13 年（2031 年）3 月 

  【稼働期間】 令和 13 年（2031 年）4 月～令和 33 年（2051 年）3 月 

 

４ 社会的割引率 

費用便益比（B/C）の算出にあたって、費用及び効果は年度ごとに以下の式で現在価値に

換算した額を計上した。なお、平成 12 年 3 月厚生省発行マニュアル「廃棄物処理施設整備

に係る費用対効果分析について」記載項目 1-4 に基づき、社会的割引率を 4％と設定した。 

 

各年度費用及び効果の現在価値＝（各年度における費用及び効果の合計）/（１＋ｒ）ｊ－１ 

※ｒ：社会的割引率 ｊ：経過年数 

 

５ 処理対象ごみ量 

処理対象ごみ量として、本件施設の処理対象物の計画ごみ処理量を設定した。各年度の

合計を 2,135,620（t）とし、災害廃棄物は処理対象ごみ量に含めないものとした。 

 

表‐１ 処理対象ごみ量 

項目 単位 
分析の対象期間における 

処理対象ごみ量 

可燃ごみ （t/20年） 2,135,620 
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６ 費用の計測 

（１）対象とする費用 

対象とする費用は、本事業に係る解体及び設計・建設費と竣工以降の運営・維持管理

費とした。 

 

（２）試算条件 

ア 解体及び設計・建設費：43,560,000（千円）  

解体及び設計・建設費については、民間事業者から提出された事業提案書を基に以

下のとおり計上した。消費税を含むものとし、消費税率は 10％と設定した。 

 

表‐２ 年度別の解体及び設計・建設費 

年 度 単 位 費 用 

令和 8 年度（2026 年度） （千円/年） 427,570 

令和 9 年度（2027 年度） （千円/年） 1,890,570 

令和 10 年度（2028 年度） （千円/年） 9,583,640 

令和 11 年度（2029 年度） （千円/年） 10,154,760 

令和 12 年度（2030 年度） （千円/年） 21,503,460 
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イ 運営・維持管理費 

運営・維持管理費については、民間事業者から提出された事業提案書を基に各年度

の費用を計上した。表‐３に令和 13年度の維持管理費を示す。維持管理費は消費税を

含むものとし、消費税率は 10％と設定した。 

運営・維持管理に係る人件費として、本市職員 6 人分の人件費 42,336（千円/年）を

計上した。  

本事業では焼却主灰を本市の他の清掃工場へ運搬して処理を行ってもらうことから、

焼却主灰の最終処分費は本分析には組み入れないものとする。 

飛灰処理物の最終処分費については、次のとおり考える。民間事業者から提案され

た飛灰処理物の発生量 3,086（t/年）に最終処分費単価 13,625（円/飛灰処理物 t）を

乗じ、42,047（千円/年）を得る。ただし、この飛灰処理物発生量 3,086（t/年）は、

令和 13 年度（2031 年度）の計画ごみ処理量 110,545（t/年）を基に算出した量である

ことから、上述の飛灰処理物最終処分費 42,047（千円/年）を計画ごみ処理量 110,545

（t/年）で除し、ごみ 1t 当たりの最終処分費 380（円/ごみ t）を設定することとした。

各年度の処理対象ごみ量に、この設定単価を乗じることで、各年度の飛灰処理物最終

処分費を計上する。なお最終処分費単価 13,625（円/飛灰処理物 t）は、「令和 5 年度

のごみ処理経費（千葉市 HP）」より設定したものである。 

焼却主灰及び飛灰処理物の運搬費は、維持管理費に含む。 

 

表‐３ 令和 13年度（2031年度）の運営・維持管理費 

項 目 単 位 費 用 

令和 13年度の維持管理費 （千円/年） 1,043,935 

 

固定費 

運転経費 （千円/年） 57,400  

 維持管理費 （千円/年） 367,030  

 人件費 （千円/年） 346,500  

 その他経費 （千円/年） 94,177  

 
変動費 

運転経費 （千円/年） 149,484 

 その他経費 （千円/年） 29,344 

本市職員人件費 （千円/年） 42,336 

飛灰処理物最終処分費（ごみ１t 当たり） （円/ごみ t） 380 

令和 13年度の計画ごみ処理量 （t/年） 110,545 

令和 13年度の飛灰処理物最終処分費 （千円/年） 42,007 
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７ 効果の計測 

（１）対象とする効果 

千葉県内の民間処理業者へ処理委託することを本事業の代替措置とし、本事業を実施

することで代替措置に係る費用（ごみ処理委託費（中間処理）、中間処理後最終処分費、

民間処理施設への運搬費、処理委託を実施するにあたり必要となる本市職員人件費）が

生じないことから、代替措置に係る費用を本事業の効果として計上する。また本事業で

は、ごみの焼却で発生した熱を利用して発電し、余剰電力を売却する計画であるため、

本事業を実施することで想定される本市の売電収入額についても効果として計上した。

なお、効果に係る各費用及び収入についても消費税を含むものとし、消費税率は 10％と

設定した。 

 

（２）試算条件 

ア ごみ処理委託費単価：44,000（円/ごみ t） 

ごみ処理委託費単価については、本市が破砕可燃残渣を千葉県内の民間処理業者へ

処理委託した際の直近の実績を参考に設定した。なお、ここで設定するごみ処理委託

費単価には、焼却後の最終処分費用も含まれる。 

 

表‐４ ごみ処理委託費単価 

単位 ごみ処理委託費単価 

（円/ごみ t） 44,000 

  

イ 運搬費単価：13,000（円/ごみ t） 

運搬費単価については、本市が破砕可燃残渣を千葉市内から千葉県内の民間処理業

者まで運搬する業務を発注した際の直近の実績を参考に設定した。 

 

表‐５ 運搬費単価 

単位 運搬費単価 

（円/ごみ t） 13,000 

 

ウ 売電収入：6,672（円/ごみ t） 

本事業の実施により想定される本市の売電収入額は、運営事業者の提案売電電力量

61,405（MWh/年）に、既存新港清掃工場における令和 6 年度（2024 年度）の売電単

価 12.013（円/kWh）を乗じて、737,658（千円/年）と設定した。ただし、民間事業

者の提案売電電力量は、令和 13 年度（2031 年度）の計画ごみ処理量を基に算出した

ものであることから、試算にあたっては、収入額 737,658（千円/年）を計画ごみ処理

量 110,545（t/年）で除したごみ 1t 当たりの収入額 6,672（円/ごみ t）に、各年度の

処理対象ごみ量を乗じて各年度の収入額とした。 
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表‐６ ごみ 1t当たりの売電収入 

項目 単位  

令和 13 年度の計画ごみ処理量 （t/年） 110,545 

売電収入 （千円/年） 737,658 

ごみ 1t 当たりの売電収入 （円/ごみt） 6,672 

 

エ 本市職員人件費：21,168（千円/年） 

ごみ処理委託を行うにあたり必要となる本市職員 3 人分の人件費 21,168（千円/年）

を計上した。 

 

８ 事業の評価 

本試算結果は、令和 22 年度（2040 年度）（建設工事開始から 15 年目）において費用便

益比（B/C）が 1 を上回る。本事業に対する投資は、十分に効果があるものと評価する。 
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図 1 費用対効果分析結果 
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解 体 及 び 設 計 ・ 建 設 費 427,570 1,890,570 9,583,640 10,154,760 21,503,460 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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